
資料２（様式１）

令和２年度公共事業再評価調書 担当課名　 砂防課

工事着手年度

(1)事業目的

(2)事業内容

　擁壁工　　延長112.4ｍ、法面工  延長40.8ｍ(面積702.0ｍ2)

(1)事業を巡る社会情勢等の変化

(2)事業の投資効果

　費用対効果　B/C　 5.4 経済的内部収益率（EIRR）：24.1％

　　総便益： 2,211百万円

　 （直接被害：家屋、学校、道路　間接被害：人的被害）

　　総費用： 403百万円

（建設費、維持管理費）

(3)事業の進捗状況（令和２年度末見込み）

評価

評価

(1)対応方針案

本事業を（　継続　・　中止　）する。

(2)理由

　擁壁工の設置位置については、残土排出が少なく、擁壁高を抑えられて最も経済的に
優れる位置を比較検討により選定した上で決定している。
　今後、工事を進める上で、現場発生土について、近隣の工事箇所と調整を図り、運搬
費や処分費の低減を図り、コスト縮減に努める。

　本事業は、急傾斜地の崩壊による被害を未然に防止するものである。費用対効果も見
込まれ、安全・安心な生活基盤に大きく寄与することから、事業を継続して早期完成を
図る。
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【視点２】

平成　30　年度

平成28年度　～　令和７年度計画期間平成　28　年度

平成　29　年度

事業採択(H28)後５年間が経過した時点で継続中

57

　【用地取得】86.8％（1,331ｍ2/1,532ｍ2）

　当該地区では、平成30年度から工事に着手しており、現在は擁壁工の施工を行ってい
る。
　事業に対する地元の要望は強く、用地取得や借地などの地元調整は円滑に行われてい
ることから、今後も順調に事業が進捗する見込みである。

静　岡　県

320

百万円

　広岡理源山地区は、下田市西部に位置し、保全対象に人家15戸、下田市立下田小学校
及び市道中学校裏門線を含む急傾斜地である。
　当該地区の斜面は荒廃し、豪雨等によるがけ崩れの発生により甚大な被害が懸念され
るため、急傾斜地崩壊防止施設を整備し、住民の生命を守るものである。

　全体延長　延長153.2ｍ

　近年、局地化、集中化した豪雨が頻発化し、甚大な土砂災害が多く発生している。
　下田市においても、平成28年度からこれまでに、7件の土砂災害が発生している。
　当該地区では、過去に、人家裏で豪雨によるがけ崩れが発生しており、再度のがけ崩
れの発生により、人家等に被害が及ぶことが懸念されるため、急傾斜地崩壊防止施設を
整備する必要がある。
　なお、保全対象者等にアンケートを実施したところ、計10名から回答があり、９名の
回答者が「急傾斜地崩壊対策事業の継続の必要性を感じる」と回答しており、地元住民
の事業に対する期待は非常に大きい。

　【事業費】67.1％（215百万円/320百万円）　　　　　　　

　【事業量】60.3％（92.5ｍ/153.2ｍ）　
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下田市市町名

R2年度見込 計R1年度

対応方針案

215

～H30年度

継続が妥当　・　視点３による見直し後継続が妥当　・　継続は妥当ではない

継続が妥当　・　視点３による見直し後継続が妥当　・　継続は妥当ではない

68

事　　業

概　　要

事業の進捗
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（再）－河川砂防－53



総括表

 総費用Ｃ 403.2百万円

Ｂ／Ｃ 5.48

総便益

　[急傾斜事業を実施しない場合の被害額]－[急傾斜事業を実施した場合の被害額]

総費用

　[建設費]＋[評価期間内に必要な維持管理費]

[建設費]＋[評価期間内に必要な維持管理費]

　年平均被害軽減期待額を評価対象期間60年（整備期間10年＋耐用期間50年）について累計する。
　ただし、年平均被害軽減期待額は算出基準年（令和２年）に基づく社会的割引率（4.0％）で現在価値
化したものとする。

　便益計　＝　Σ年平均被害軽減期待額／（1＋0.04）
　　　　　　 ＝　2,211.4百万円

※　年平均被害軽減期待額：がけ崩れ発生の生起確率（1／10年超過確率降雨及び1／50年超過確率降雨）そ
れぞれに対応した被害軽減額の平均値の合計。
※　人的被害額／1人当たりは、1/50年超過確率降雨のみで発生し、市町の人口比率を反映した各年齢別人
的被害額の平均額である。その平均額を被害想定区域内の死者数を想定し乗じて人的被害額を算定する。
※　整備期間中の被害軽減額は、事業費に比例して発生するものとする。

　費用計　＝　Σ年間建設費／（1＋0.04）　＋　Σ年間維持管理費／（1＋0.04）
　　　　　　 ＝　400.7百万円 ＋  2.5百万円
　　　　　　 ＝　403.2百万円

　各年次の建設費と維持管理費（過去５ヶ年の平均値）を評価対象期間60年（整備期間10年＋耐用期
間50年）について累計する。
　ただし、各年次の建設費及び維持管理費は、算出基準年（令和２年）に基づくデフレータ及び社会的
割引率（4.0％）で現在価値化したものとする。

費用対効果算出説明書

「広岡理源山」急傾斜
　   （「急傾斜地崩壊対策事業の費用便益分析マニュアル（案）」建設省砂防部）

 総便益Ｂ [事業を実施しない場合の被害額]－[事業を実施した場合の被害額] 2,211.4百万円
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